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■現行｢地球温暖化対策計画書制度｣の公表制度 
（根拠：環境確保条例第８条） 

■ 「事業者自らによる公表」を義務付け 

• 公表期間 
・「地球温暖化対策計画書」：地球温暖化対策計画書の計画期間終了日まで 
・「地球温暖化対策結果報告書」：結果を提出した日から概ね９０日間 

• 公表事項 
① 事業者の概要 
② 温室効果ガスの排出の状況 
③ 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置及び目標 
④ （結果報告書については）目標の達成状況及び措置の達成状況 
 

■公表場所 

事業者の事業所における備え置き、提示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮し
た方法による（閲覧・事業者のホームページなど） 

 

（参考） 
東京都環境局ホームページ「地球温暖化対策計画書制度」サイトで各事業者の公表場所が確認できます。 

 

 

 
 

「対象事業所の公表場所一覧」参照 

http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/ondanka/seido/mokuji_toppage.htm 


